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製品安全検証ガイドライン    
    
    
１１１１....概要  
当協会は、定款に示す通り、製造物責任を事業者が全うし、かかる要因において、消費者
に被害を及ぼす事の予防策を、ボランティアで全国からデザイナーから主婦などが参加し、
検証や意見交換などを通し、その不備などを検証、改善方法の研究、発表をおこなってい
ます。 
 
昨今メディアをにぎわし、重大な事件、企業の信頼を失墜する通販カタログなどの表示上
の問題により、消費者を惑わず行為が後を絶ちません。 
 
根本的な問題解決がなされていない原因の一つに、この種の問題が、事故・事件発生後と
いう状況で報道されるため、当事者企業側は、法務対策や弁護士にその対応求めます。そ
れらが社告、謝罪会見として報道され、一部商品の問題が、当事者企業全体のネガティブ
なイメージを与え、風評による被害は甚大なものになります。 
 
そもそも、それぞれ固有の環境で発生する事件・事故において、同業者や業界、社内にお
いても事故・事件という発生後の情報を開示する事はあり得ません。行政指導で、NITE な
どにおいてこれらの事故発生後情報をデータベース化しそれを共有化することを進めてい
ますが、問題の原因が、単にカタログ表示の文言の誤り程度のものから日本全国の家庭に、
故意によるテロ的な毒物混入、３０年以上も使い続けた、おそらくメーカー側の過失とい
えるかどうか不明なものまで、多岐多様になります。 
 
これらを消費者視点で発生根拠をもとに分類し、それらの原因を検証し、再発の防止、ま
た予見ということを、今一度冷静に見定め、根本的な見直しを提言するために、当協会で
は、具体的な取り組みとして、各種検証プログラムを実施し、そのガイドラインを作成し
ています。 
 
特に、当協会では、平成７年に、消費者保護を目的に、施行された製造物責任法（ＰＬ法）
の事故予防の要に指導された取扱説明書や文言の定義を明確にし、ＰＬ（製造物責任）と
して、あらゆる製造物、若しくは成果物において、関わる事業者責任を全うするための施
策を、当協会の社会貢献事業として、率先して行っています。 
 
前記製品欠陥事故（カタログ表示の問題などもカタログは製品の内容を表示する一部とし、








